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平成１３年３月期平成１３年３月期平成１３年３月期平成１３年３月期    個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要個別財務諸表の概要    平成１３年５月２５日 

上 場 会 社 名 住友信託銀行住友信託銀行住友信託銀行住友信託銀行株式会社株式会社株式会社株式会社    上場取引所         大証・東証 
コ ー ド 番 号 ８４０３ 本店所在都道府県       大阪府 
問 合 せ 先 責任者役職名  管理部 財務･税務会計グループ長 

 氏    名  西   村       正 TEL（０３）３２８６－８１８７ 
決算取締役会開催日 平成１３年５月２５日 中間配当制度の有無      有 
定時株主総会開催日 平成１３年６月２８日  

１．平成１３年３月期の業績（平成１２年４月１日～平成１３年３月３１日） 
（1）経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経 常 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

 

13年 3月期 

12年 3月期 

         百万円      ％ 

７２７，５４４   △１７．５ 

８８２，１４５     △３．３ 

    百万円      ％ 
７２，９１３     △５．０ 
７６，７３７          － 

  百万円      ％ 
４２，６４２     ２９．２ 
３３，０１５          － 

 

 １株当たり 
当期純利益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 経 常 収 支 率 総  資  金  量 

 
13年 3月期 

12年 3月期 

 円  銭 
２８ ９７ 
２２ ４５ 

円  銭 
２８ ６２ 
２２ ０５ 

   ％ 
６．５ 
５．３ 

   ％ 
９０．０ 
９１．３ 

            百万円 
３５，０７１，０３８ 
３３，９２８，０９８ 

（注）①期中平均株式数 13 年 3 月期 普通株式  1,445,853,148 株      優先株式     125,000,000 株 
 12 年 3 月期 普通株式  1,437,044,687 株      優先株式     125,000,000 株 

②会計処理の方法の変更   無 
③経常収支率＝経常費用／経常収益×１００ 
④経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

（2）配当状況 

 １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配 当 金 総 額  株 主 資 本 
  中  間 期  末 （年 間）  配 当 率 
 

13年 3月期 

12年 3月期 

円  銭 
７ ００ 
７ ００ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ５０ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ５０ 

百万円 
１０，１１７ 

 １０，１０６ 

  ％ 
２４．２ 
３１．３ 

    ％ 
１．５ 
１．６ 

（注）上記配当は普通株式に関するものであります。 
（3）財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １ 株 当 た り 株 主 資 本 
単体自己資本比率 
（国際統一基準） 

 
13年 3月期 

12年 3月期 

百万円 
１７，５８２，０８２ 
１５，２２４，９７７ 

百万円 
７６０，８９２ 
７２４，７４９ 

％ 
４．３ 
４．８ 

  円  銭 
４５５  １７ 
４３２  ５６ 

％ 
１１．６９[速報値] 
１１．３９ 

（注）期末発行済株式数 13 年 3 月期   普通株式(額面) 1,451,977,764 株    優先株式(無額面)  125,000,000 株 
          12 年 3 月期   普通株式(額面) 1,444,307,764 株    優先株式(無額面)  125,000,000 株 

   ２．平成１４年３月期の業績予想（平成１３年４月１日～平成１４年３月３１日） 

    １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
    中 間 期 末  

 
中間期 

通  期 

百万円 

４００，０００ 

８００，０００ 

百万円 

２３，０００ 

５３，０００ 

百万円 

１３，０００ 

３０，０００ 

円  銭 

３  ５０ 

－ 

 円  銭 

－ 

３  ５０ 

円  銭 

－ 

７  ００ 

（注）上記配当は普通株式に関するものであります。 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  ２０円１４銭 
 

配 当性向

経 常 収 益 当期純利益 経 常 利 益 
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配 当 状 況 

 １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
  中  間 期  末 

13 年 3 月期 
 

普通株式 
優先株式 

円  銭 
７ ００ 
６ ０８ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ０４ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ０４ 

12 年 3 月期 
 

普通株式 
優先株式 

円  銭 
７ ００ 
６ ０８ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ０４ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ０４ 

 
平成１４年３月期の配当予想 

 １ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 中  間 期  末  

14 年 3 月期 
 

普通株式 
優先株式 

円  銭 
３ ５０ 

 ３ ０４ 

 円  銭 
３ ５０ 

 ３ ０４ 

 円  銭 
７ ００ 
６ ０８ 

 
 
（参  考） 
 
「当期の業績」指標算式 

当期純利益 － 優先株式配当金総額 
○ 1株当たり当期純利益 … 

期中平均普通株式数 

 

当期純利益 ＋ 当期純利益調整額 － 優先株式配当金総額 ○ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益 …  
期中平均普通株式数 ＋ 潜在株式数 

 

当期純利益 － 優先株式配当金総額 

期         首
 
期首発行済  発行 期          末 期末発行済 発行 

○ 株主資本当期純利益率 … 

資本の部合計 優先株式数  価額 資本の部合計 優先株式数 価額 

 
普通株式配当金総額   

○ 配当性向 … 
  当期純利益 － 優先株式配当金総額 

×100 
  

 
普通株式配当金総額 

○ 株主資本配当率 … 
期末資本の部合計 － 期末発行済優先株式数 × 発行価額 

×100 

 
期末資本の部合計 － 期末発行済優先株式数 × 発行価額  

○ 1株当たり株主資本 … 
期末発行済普通株式数  

 

「次期の業績予想」指標算式 

予想当期純利益 － 予想優先株式配当金総額 
○ 1株当たり予想当期純利益 … 

期末（当期末）発行済普通株式数 

×100 

〕〕〕〕＋＋＋＋〔〔〔〔
 

〕｝〕｝〕｝〕｝÷2 ｛〔｛〔｛〔｛〔 － ×  － × 
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第 130 期末（平成１３年３月３１日現在）貸借対照表 
 

住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科    目 金   額 科    目 金   額 

（  資  産  の  部  ） 
現 金 預 け 金 
現 金 
預 け 金 

コ ー ル ロ ー ン 
買 入 金 銭 債 権 
特 定 取 引 資 産 
商 品 有 価 証 券 
商 品 有 価 証 券 派 生 商 品 
特定取引有価証券派生商品 
特 定 金 融 派 生 商 品 
そ の 他 の 特 定 取 引 資 産 

金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
国 債 
地 方 債 
社 債 
株 式 
そ の 他 の 証 券 

貸 出 金 
割 引 手 形 
手 形 貸 付 
証 書 貸 付 
当 座 貸 越 

外 国 為 替 
外 国 他 店 預 け 
外 国 他 店 貸 
買 入 外 国 為 替 

そ の 他 資 産 
未 決 済 為 替 貸 
前 払 費 用 
未 収 収 益 
先 物 取 引 差 入 証 拠 金 
先 物 取 引 差 金 勘 定 
金 融 派 生 商 品 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 失 
そ の 他 の 資 産 

動 産 不 動 産 
土 地 建 物 動 産 
建 設 仮 払 金 
保 証 金 権 利 金 

繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 
投 資 損 失 引 当 金 

 
654,527654,527654,527654,527    
169,993 
484,533 
73,71773,71773,71773,717    
11,90011,90011,90011,900    
564,797564,797564,797564,797    
12,417 

2 
47 

209,399 
342,930 
75,61475,61475,61475,614    

6,6,6,6,563,542563,542563,542563,542    
1,491,172 
66,686 
337,033 

1,333,268 
3,335,380 
8,292,6158,292,6158,292,6158,292,615    
39,816 

1,556,802 
5,507,342 
1,188,653 
11,86311,86311,86311,863    
3,678 

2 
8,183 

682,151682,151682,151682,151    
194 
668 

93,095 
6,392 
3,603 

318,663 
79,876 
179,655 
148,691148,691148,691148,691    
128,975 

200 
19,515 
200,541200,541200,541200,541    
511,434511,434511,434511,434    

△△△△207,330207,330207,330207,330    
△△△△1,9831,9831,9831,983 

（  負  債  の  部  ） 
預 金 
当 座 預 金 
普 通 預 金 
通 知 預 金 
定 期 預 金 
そ の 他 の 預 金 

譲 渡 性 預 金 
コ ー ル マ ネ ー 
売 渡 手 形 
特 定 取 引 負 債 
特 定 金 融 派 生 商 品 

借 用 金 
借 入 金 

外 国 為 替 
外 国 他 店 預 り 
外 国 他 店 借 
売 渡 外 国 為 替 
未 払 外 国 為 替 

社 債 
転 換 社 債 
信 託 勘 定 借 
そ の 他 負 債 
未 決 済 為 替 借 
未 払 法 人 税 等 
未 払 費 用 
前 受 収 益 
従 業 員 預 り 金 
先 物 取 引 差 金 勘 定 
金 融 派 生 商 品 
債 券 貸 付 取 引 担 保 金 
特 定 取 引 未 払 金 
有 価 証 券 等 取 引 未 払 金 
そ の 他 の 負 債 

退 職 給 付 引 当 金 
債 権 売 却 損 失 引 当 金 
再評価に係る繰延税金負債 
支 払 承 諾 
負 債 の 部 合 計 

 
（ 資 本 の 部 ） 

資 本 金 
法 定 準 備 金 
資 本 準 備 金 
利 益 準 備 金 

再 評 価 差 額 金 
剰 余 金 
任 意 積 立 金 
海外投資等損失準備金 
別 途 準 備 金 

当 期 未 処 分 利 益 
当 期 利 益 

資 本 の 部 合 計 
 

 
7,702,1977,702,1977,702,1977,702,197    
267,341 
549,610 
218,629 

6,355,796 
310,819 
977,858977,858977,858977,858    
287,063287,063287,063287,063    
130,900130,900130,900130,900    
196,841196,841196,841196,841    
196,841 
487,231487,231487,231487,231    
487,231 
8,1308,1308,1308,130    
314 

7,810 
0 
5 

200,000200,000200,000200,000    
6,6656,6656,6656,665    

2,983,8522,983,8522,983,8522,983,852    
3,310,3053,310,3053,310,3053,310,305 

228 
2,749 
69,537 
4,756 
4,415 
6,164 

382,455 
2,218,545 
315,428 
265,701 
40,323 
295295295295    

3,3793,3793,3793,379    
15,03415,03415,03415,034    
511,434511,434511,434511,434 

16,821,19016,821,19016,821,19016,821,190    
 
 

283,985283,985283,985283,985    
279,208279,208279,208279,208 
237,405 
41,803 
23,65323,65323,65323,653    
174,044174,044174,044174,044 
127,874 

4 
127,870 
46,170 
42,642 
760,892760,892760,892760,892    

 
資 産 の 部 合 計 17,582,08217,582,08217,582,08217,582,082    負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 17,582,08217,582,08217,582,08217,582,082    
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(注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 2. 金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期的な変動、市場

間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取引目的」）の取引については、
取引の約定時点を基準とし、「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上しておりま
す。 
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等については決算日の
時価により、スワップ・先物・オプション取引等の派生商品については決算日において
決済したものとみなした額により行っております。 

 3. 有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法、子会
社株式及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他有価証券について
は移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。 

 4. 有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されて
いる有価証券の評価は、時価法により行っております。 

 5. デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により行っておりま
す。 

 6. 動産不動産の減価償却は、定率法（ただし、平成 10 年 4 月 1 日以後に取得した建物（建
物附属設備を除く）については定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次
のとおりであります。 
建  物    3 年～60 年 

    動  産    2 年～20 年 
 7. 自社利用のソフトウェアについては、当社内における利用可能期間（5 年）に基づく定

額法により償却しております。 
 8. 外貨建の資産・負債及び海外支店勘定は、主として決算日の為替相場による円換算額を

付しております。 
 9. 貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。 

「銀行等金融機関の資産の自己査定に係る内部統制の検証並びに貸倒償却及び貸倒引当
金の監査に関する実務指針」（日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第 4 号）
に規定する正常先債権及び要注意先債権に相当する債権については、一定の種類毎に分
類し、過去の一定期間における各々の貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき引当
てております。破綻懸念先債権に相当する債権については、債権額から担保の処分可能
見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち必要と認める額を引当
てております。破綻先債権及び実質破綻先債権に相当する債権については、下記直接減
額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、
その残額を引当てております。なお、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢
等に起因して生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定(租税特別措置法第 55 条の 2 の
海外投資等損失準備金を含む。)として引当てております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業店及び審査各部が資産査定を実施
し、当該部署から独立したリスク管理部が査定結果を監査しており、その査定結果に基
づいて上記の引当を行っております。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保
の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額と
して債権額から直接減額しており、その金額は 394,541 百万円であります。 

 10. 投資損失引当金は、投資等に対し将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認
められる額を計上しております。 

 11. 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、数理計算上の差異の費
用処理方法は以下のとおりであります。 

  数理計算上の差異 発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10
年）による定額法により、翌期から費用処理 

  なお、会計基準変更時差異（17,094 百万円）については、5 年による按分額を費用処理
しております。 

 
 
 

12. 債権売却損失引当金は、株式会社共同債権買取機構に売却した不動産担保付債権の担保
価値を勘案し、将来発生する可能性のある損失を見積もり、必要と認められる額を計上
しております。なお、この引当金は商法第 287 条ノ 2に規定する引当金であります。 

 13. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。 

 14. ヘッジ会計の方法は、貸出金・預金等の多数の金融資産・負債から生じる金利リスクを
デリバティブ取引を用いて総体で管理する、「マクロヘッジ」を実施しております。こ



 44

れは、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 15 号）に定められたリスク調整アプ
ローチによるリスク管理であり、繰延ヘッジによる会計処理を行っております。また、
リスク管理方針に定められた許容リスク量の範囲内にリスク調整手段となるデリバティ
ブのリスク量が収まっており、ヘッジ対象の金利リスクが減殺されているかどうかを検
証することにより、ヘッジの有効性を評価しております。 
なお、一部の資産・負債については、個別取引毎の繰延ヘッジを行っております。 

 15. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、動産不動産
に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。 

 16. 株式には自己株式 2,170 百万円が含まれております。なお、商法第 210 条ノ 2 第 2 項第
3 号に定める場合において同条第 1 項の規定により取得した自己株式は 2,165 百万円、
その他の自己株式は 4百万円であります。 

 17. 子会社の株式総額 35,171 百万円 
 18. 子会社に対する金銭債権総額 26,922 百万円 
 19. 子会社に対する金銭債務総額 379,425 百万円 
 20. 動産不動産の減価償却累計額 95,286 百万円 
 21. 動産不動産の圧縮記帳額 33,307 百万円 
 22. 貸借対照表に計上した動産不動産のほか、電子計算機の一部等についてはリース契約に

より使用しております。 
 23. 貸出金のうち、破綻先債権額は 33,698 百万円、延滞債権額は 399,471 百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他
の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上
しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」とい
う。）のうち、法人税法施行令（昭和 40 年政令第 97 号）第 96 条第 1項第 3号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第 4号に規定する事由が生じている貸出金であります。 
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再
建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金でありま
す。 

 24. 貸出金のうち、3カ月以上延滞債権額は 3,380 百万円であります。 
なお、3 カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から 3 カ月以
上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

 25. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は 29,407 百万円であります。 
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金
利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取
決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び 3 カ月以上延滞債権に該当しないもの
であります。 

 26. 破綻先債権額、延滞債権額、3 カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は
465,958 百万円であります。 
なお、23.から 26.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。 

 27. 手形割引により取得した商業手形の額面金額は、39,816 百万円であります。 
 28. 担保に供している資産は次のとおりであります。 

  担保に供している資産 
    有価証券     939,573 百万円 
    貸出金       428,794 百万円 
  担保資産に対応する債務 
    預金        1,030 百万円 
      コールマネー  287,063 百万円 
  売渡手形     130,900 百万円 

  なお、日銀借入金の据置担保は、上記の担保に供している資産に含めておりますが、期
末日における日銀借入金の金額はありません。 
上記のほか、為替決済の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券 356,062
百万円を差し入れております。 

 29. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ損失として計上しておりま
す。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は 318,996 百万円、繰延ヘッジ利益の総
額は 239,119 百万円であります。 

 30. 「大阪府における銀行業等に対する事業税の課税標準等の特例に関する条例」（平成 12
年大阪府条例第 131 号）が平成 12 年 6 月 9 日に公布されたことから、繰延税金資産及び
繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率を、当期より前期の 40.09％から 38.86％に
変更しております。この変更により、繰延税金資産の金額は 6,347 百万円減少し、当期
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に計上された法人税等調整額の金額は同額増加しております。また、再評価に係る繰延
税金負債の金額は 475 百万円減少し、再評価差額金の金額は同額増加しております。 

 31. 土地の再評価に関する法律（平成 10 年 3 月 31 日公布 法律第 34 号）に基づき、事業用
の土地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評
価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差額
金」として資本の部に計上しております。 
   再評価を行った年月日  平成 11 年 3 月 31 日 
   同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法   

  土地の再評価に関する法律施行令（平成 10 年 3 月 31 日公布 政令第 119 号）第 2
条第 1号に定める標準地の公示価格及び同条第 4号に定める路線価に基づいて、
合理的な調整を行って算出しております。 

 同法律第 10 条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額
と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額  6,201 百万円 

 32. 借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付
借入金 389,901 百万円が含まれております。 

 33. 社債は全額、劣後特約付社債又は永久劣後特約付社債であります。 
 34. 転換社債のうち、劣後特約付転換社債は 6,135 百万円であります。 
 35. 元本補てん契約のある信託の元本金額は、合同運用指定金銭信託 997,641 百万円、貸付

信託 4,427,727 百万円であります。 
 36. 1 株当たりの当期利益 28 円 96 銭 
 37. 商法第 290 条第 1 項第 6 号に規定されている時価を付したことにより増加した純資産額

は、7,642 百万円であります。 
 38. 有価証券の時価、評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国

債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、「その
他の特定取引資産」中のコマーシャル・ペーパーが含まれております。なお、当期末に
おいて、満期保有目的の債券はありません。以下 41.まで同様であります。 

  売買目的有価証券 
貸借対照表計上額        355,348 百万円 
当期の損益に含まれた評価差額   △118 

その他有価証券で時価のあるもの 
当期においては、その他有価証券のうち時価のあるものについて時価評価を行って
おりません。なお、平成 12 年大蔵省令第 8号附則第 4項によるその他有価証券に係
る貸借対照表計上額等は次のとおりであります。 

  貸借対照表計上額 時  価 差  額 うち益 うち損 
  株式 

債券 
 国債 
 地方債 
 社債 
その他 

1,245,310 百万円 
1,894,783 
1,491,172 
66,686 
336,924 

3,130,238 

1,272,379 百万円 
1,915,832 
1,497,380 
70,224 
348,227 

3,143,248 

27,069 百万円 
21,048 
 6,207 
 3,537 
11,303 
13,010 

142,910 百万円 
 22,477 
  7,595 
  3,540 
 11,341 
 31,995 

115,841 百万円 
  1,428 
  1,387 
      2 
     38 
 18,985 

  合計 6,270,332 6,331,460 61,128 197,383 136,255 
  評価差額金相当額       37,373 百万円 

繰延税金負債相当額      23,754 
 39. 当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。 

 売却額         売却益       売却損 
13,761,538 百万円  170,656 百万円  22,752 百万円 

 40. 時価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであり
ます。 

  内   容 
子会社株式及び関連会社株式 

子会社株式 
関連会社株式 

その他の有価証券 
非上場外国証券 
貸付信託受益証券 
非上場株式（店頭売買株式を除く） 

貸借対照表計上額 
 
35,375 百万円 
26,215 
 
80,304 
79,735 
51,867 
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 41. その他有価証券のうち満期があるものの期間ごとの償還予定額は次のとおりでありま
す。 

   1 年以内 1 年超 5年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 
  債券 

 国債 
 地方債 
 社債 
その他 

460,469 百万円 
420,622 
1,993 
37,853 
240,041 

531,888 百万円 
316,822 
8,330 

206,735 
1,654,331 

856,909 百万円 
708,210 
56,362 
92,335 

1,233,208 

45,516 百万円 
45,516 

－ 
－ 

89,481 
  合計 700,510 2,186,220 2,090,117 134,998 
 42. 金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。 
   運用目的の金銭の信託 

   貸借対照表計上額        75,614 百万円 
   当期の損益に含まれた評価差額   △544 

 43. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券が、「その他の証券」に 2,131,115 百万円
含まれております。 

 44. 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申
し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額ま
で資金を貸付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高
は、3,471,225 百万円であります。このうち原契約期間が 1 年以内のもの又は任意の時
期に無条件で取消可能なものが 3,254,780 百万円あります。 
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではあり
ません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由が
あるときは、当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすること
ができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている社内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じており
ます。 

 45. 当期末における退職給付引当金及び前払年金費用並びに同引当金と相殺又は前払年金費
用に加算されている退職給付信託における年金資産（未認識数理計算上の差異を除く）
は、それぞれ以下のとおりであります。 

   退職一時金 厚生年金基金 適格退職年金 合    計 
   百万円 百万円 百万円 百万円 
  退職給付引当金 

(退職給付信託の年金資産控除前) 
前払年金費用 
(退職給付信託の年金資産加算前) 
退職給付信託の年金資産 
(未認識数理計算上の差異を除く) 

△15,037 
 

－ 
 

17,355 
 

△3,149 
 

－ 
 

28,302 
 

－ 
 

388 
 

－ 
 

△18,187 
 

388 
 

45,658 
 

  合  計 
うち退職給付引当金 

2,317 
△295 

25,152 
－ 

388 
－ 

27,858 
△295 

  (退職給付信託の年金資産控除後）    
  前払年金費用 2,613 25,152 388 28,154 
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第 130 期〔               〕損益計算書 
住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科            目 金           額 
経 常 収 益 

信 託 報 酬 
資 金 運 用 収 益 

貸 出 金 利 息 
有 価 証 券 利 息 配 当 金 
コ ー ル ロ ー ン 利 息 
買 入 手 形 利 息 
預 け 金 利 息 
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 
そ の 他 の 受 入 利 息 

役 務 取 引 等 収 益 
受 入 為 替 手 数 料 
そ の 他 の 役 務 収 益 

特 定 取 引 収 益 
商 品 有 価 証 券 収 益 
特 定 金 融 派 生 商 品 収 益 
そ の 他 の 特 定 取 引 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 
外 国 為 替 売 買 益 
国 債 等 債 券 売 却 益 
そ の 他 の 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 
株 式 等 売 却 益 
金 銭 の 信 託 運 用 益 
そ の 他 の 経 常 収 益 

経 常 費 用 
資 金 調 達 費 用 

預 金 利 息 
譲 渡 性 預 金 利 息 
コ ー ル マ ネ ー 利 息 
売 渡 手 形 利 息 
借 用 金 利 息 
社 債 利 息 
転 換 社 債 利 息 
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 
そ の 他 の 支 払 利 息 

役 務 取 引 等 費 用 
支 払 為 替 手 数 料 
そ の 他 の 役 務 費 用 

特 定 取 引 費 用 
特 定 取 引 有 価 証 券 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 
国 債 等 債 券 売 却 損 
国 債 等 債 券 償 却 

営 業 経 費 
そ の 他 経 常 費 用 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 
貸 出 金 償 却 
株 式 等 売 却 損 
株 式 等 償 却 
金 銭 の 信 託 運 用 損 
そ の 他 の 経 常 費 用 

経 常 利 益 
特 別 利 益 

動 産 不 動 産 処 分 益 
償 却 債 権 取 立 益 
そ の 他 の 特 別 利 益 

特 別 損 失 
動 産 不 動 産 処 分 損 
そ の 他 の 特 別 損 失 

税 引 前 当 期 利 益 
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 
法 人 税 等 調 整 額 
当 期 利 益 
前 期 繰 越 利 益 
再 評 価 差 額 金 取 崩 額 
中 間 配 当 額 
利 益 準 備 金 積 立 額 
当 期 未 処 分 利 益 

727727727727,,,,544544544544    
95959595,,,,807807807807    
347347347347,,,,484484484484 
149,353 
152,287 

739 
210 

22,763 
1,069 
21,061 
35,35,35,35,672672672672    
784 

34,888 
7,7,7,7,215215215215    
225 

6,376 
614 

91,91,91,91,927927927927    
5,452 
86,086 
388 

149,149,149,149,435435435435    
84,977 
230 

64,227 
654654654654,,,,630630630630    

269269269269,,,,509509509509    
85,972 
2,818 
264 
220 

11,771 
3,360 
56 

38,678 
126,366 
14,14,14,14,131313130000    
302 

13,828 
54545454    
54 

56,56,56,56,259259259259    
53,697 
2,561 

128,128,128,128,551551551551    
181818186666,,,,125125125125 
49,318 
63,382 
11,125 
30,209 
3,280 
28,809 

72,91372,91372,91372,913    
24,24,24,24,387387387387    

353353353353    
3,3,3,3,365365365365    
20,66820,66820,66820,668    

13,03413,03413,03413,034    
2222,,,,516516516516    
10,51710,51710,51710,517    

84848484,,,,266266266266    
106106106106    

41414141,,,,517517517517    
44442222,,,,642642642642    
7,7,7,7,561561561561    
2,2,2,2,477477477477    
5,5,5,5,425425425425    
1,0851,0851,0851,085    
46464646,,,,170170170170 

 

  
 

平成１２年４月  １日から 
平成１３年３月３１日まで 
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(注) 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 2. 子会社との取引による収益総額 11,670 百万円 

子会社との取引による費用総額 38,467 百万円 
 3. 特定取引目的の取引については、取引の約定時点を基準とし、当該取引からの損益を「特

定取引収益」及び「特定取引費用」に計上しております。 
特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息等に、有価証券、金銭債
権等については前期末と当期末における評価損益の増減額を、派生商品については前期末
と当期末におけるみなし決済からの損益相当額の増減額を加えております。 

 4. その他の経常収益には、株式関連派生商品取引に係る収益 37,056 百万円及び退職給付信
託の設定益 25,377 百万円を含んでおります。 

 5. その他の経常費用には、投資損失引当金繰入額 1,983 百万円を含んでおります。 
 6. その他の特別利益は、ソフトウェア売却益 20,668 百万円であります。 
 7. その他の特別損失は、退職給付会計導入に伴う会計基準変更時差異の費用処理額 3,418 百

万円、子会社との合併に伴う営業権償却 2,382 百万円、子会社の整理損等 4,716 百万円で
あります。 

 8. 当期から退職給付に係る会計基準を適用しております。この結果、従来の方法によった場
合と比較して、経常利益は 929 百万円増加し、税引前当期利益は 2,489 百万円減少してお
ります。また、当社は当期に退職給付信託を設定しております。この結果、経常利益及び
税引前当期利益はそれぞれ 25,377 百万円増加しております。 
なお、退職給与引当金及び企業年金制度の過去勤務債務等に係る未払金は、退職給付引当
金に含めて表示しております。 

 9. 当期から金融商品に係る会計基準を適用し、有価証券及びデリバティブの評価の方法、ヘ
ッジ会計の方法等について変更しております。この結果、従来の方法によった場合と比較
して、経常利益及び税引前当期利益は 6,662 百万円減少しております。また、ヘッジ会計
を適用するデリバティブ取引の損益については、従来と同じ損益科目で表示しております
が、収益及び費用の表示は、金融商品に係る会計基準の適用に伴い、当期より従来の総額
表示から純額表示に変更しております。この変更による経常利益及び税引前当期利益の影
響はありませんが、従来の方法によった場合に比べ、「金利スワップ受入利息」及び「金
利スワップ支払利息」、「その他の受入利息」及び「その他の支払利息」、並びに「国債
等債券売却益」及び「国債等債券売却損」は、それぞれ 68,968 百万円、51,388 百万円及
び 100,751 百万円減少し、その結果、経常収益及び経常費用はそれぞれ 221,107 百万円減
少しております。 
なお、銀行業におけるヘッジ会計に係るデリバティブ取引の収益及び費用の表示に関し、
日本公認会計士協会とも協議の結果、下期において、総額表示に比べて純額表示がより適
正な表示であるとの結論に達したために、中間期においては、従来の総額表示によってお
ります。中間期において、ヘッジ会計を適用するデリバティブ取引について収益及び費用
を純額で表示した場合には、中間期の経常利益及び税引前中間利益の影響はありません
が、経常収益及び経常費用はそれぞれ 86,949 百万円減少いたします。 

 10. 利益に関連する金額を課税標準とする事業税以外の事業税は、「その他の経常費用」に計
上しております。なお、東京都にかかる事業税については、従来、「法人税、住民税及び
事業税」に計上しておりましたが、「東京都における銀行業等に対する事業税の課税標準
等の特例に関する条例」（平成 12 年東京都条例第 145 号）が平成 12 年 4 月 1 日に施行さ
れたことに伴い、当期より、「その他の経常費用」に 2,265 百万円計上しております。 
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第 130 期 利 益 処 分 計 算 書 案 
 

住友信託銀行株式会社 

（単位：円） 

科            目 金         額 

当 期 未 処 分 利 益 

任 意 積 立 金 取 崩 額 

海 外投資等損失準備金取崩額 

計 

 

利 益 処 分 額 

利 益 準 備 金 

第 一 回 優 先 株 式 配 当 金 
（１株につき 3 円 4 銭） 

普 通 株 式 配 当 金 
（１株につき 3 円 50 銭） 

任 意 積 立 金 

海 外 投 資 等 損 失 準 備 金 

別 途 準 備 金 

 

次 期 繰 越 利 益 

46464646,,,,170170170170,,,,099099099099,,,,675675675675    

497497497497,,,,924924924924 

497,924 

46464646,,,,170170170170,,,,597597597597,,,,599599599599    

 

38383838,,,,551551551551,,,,478478478478,,,,624624624624    

1,100,000,000 

380,000,000 
 

5,071,325,991 
 

32,000,152,633 

152,633 

32,000,000,000 

 

7,7,7,7,619619619619,,,,118118118118,,,,975975975975    
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平成１３年３月３１日現在  信託財産残高表 
 

住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 
資     産 金  額 負     債 金  額 

貸 出 金 2,607,7972,607,7972,607,7972,607,797    金 銭 信 託 16,704,91816,704,91816,704,91816,704,918    
証 書 貸 付 2,192,947 年 金 信 託 5,398,5535,398,5535,398,5535,398,553    
手 形 貸 付 414,850 財 産 形 成 給 付 信 託 12,58012,58012,58012,580    

有 価 証 券 2,927,6112,927,6112,927,6112,927,611    貸 付 信 託 4,274,9304,274,9304,274,9304,274,930    
国 債 837,670 投 資 信 託 11,299,56211,299,56211,299,56211,299,562    
地 方 債 249,443 金銭信託以外の金銭の信託 3,008,3803,008,3803,008,3803,008,380    
社 債 423,767 有 価 証 券 の 信 託 5,284,3345,284,3345,284,3345,284,334    
株 式 738,917 金 銭 債 権 の 信 託 1,522,2471,522,2471,522,2471,522,247    
外 国 証 券 583,680 動 産 の 信 託 8,0498,0498,0498,049    
そ の 他 の 証 券 94,132 土地及びその定着物の信託 234,562234,562234,562234,562    

信 託 受 益 権 37,926,25037,926,25037,926,25037,926,250    包 括 信 託 2,437,1532,437,1532,437,1532,437,153    
受 託 有 価 証 券 2,8472,8472,8472,847      
貸 付 有 価 証 券 6,0006,0006,0006,000      
金 銭 債 権 1,949,0921,949,0921,949,0921,949,092      

生 命 保 険 債 権 0   
そ の 他 の 金 銭 債 権 1,949,092   

動 産 不 動 産 1,385,5321,385,5321,385,5321,385,532      
動 産 8,261   
不 動 産 1,377,271   

そ の 他 債 権 232323234,0344,0344,0344,034      
銀 行 勘 定 貸 2,983,8522,983,8522,983,8522,983,852      
現 金 預 け 金 162,251162,251162,251162,251      

預 け 金 162,251   
    
    

    

合    計 50,185,27250,185,27250,185,27250,185,272    合    計 50,185,27250,185,27250,185,27250,185,272    
（注） 1. 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
    2. 信託受益権には、資産管理を目的として再信託を行っている金額 37,841,816 百万円が含まれております。 
    3. 共同信託他社管理財産 9,664,764 百万円 
    4. 元本補てん契約のある信託の貸出金 2,318,749 百万円のうち破綻先債権額は 6,924 百万円、延滞債権 
       額は 54,244 百万円、3ｶ月以上延滞債権額は 1,328 百万円、貸出条件緩和債権額は 1,265 百万円、 

以上合計額は 63,762 百万円であります。 
 
 

 
 
 

 



 

 
51

 
   （付）元本補てん契約のある信託（信託財産の運用のため再信託された信託を含む。）の内訳は

次のとおりであります。 
 

    合同運用指定金銭信託 
（単位：百万円） 

 資    産 金  額 負    債 金  額 

 貸 出 金 249,394 元 本 997,641 

 有 価 証 券 27,041 債 権 償 却 準 備 金 751 

 そ の 他 722,076 そ の 他 119 

 計 998,512 計 998,512 
     （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

    貸  付  信  託 
（単位：百万円） 

 資    産 金  額 負    債 金  額 

 貸 出 金 2,069,355 元 本 4,427,727 

 有 価 証 券 312,668 特 別 留 保 金 23,977 

 そ の 他 2,107,627 そ の 他 37,947 

 計 4,489,652 計 4,489,652 
     （注） 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比較貸借対照表（主要内訳） 
住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科     目 
平成１２年度末 
 （Ａ） 

平成１１年度末 
 （Ｂ） 

比    較 
（Ａ－Ｂ） 

（  資  産  の  部  ） 
現 金 預 け 金 
コ ー ル ロ ー ン 
買 入 手 形 
買 入 金 銭 債 権 
特 定 取 引 資 産 
金 銭 の 信 託 
有 価 証 券 
貸 出 金 
外 国 為 替 
そ の 他 資 産 
動 産 不 動 産 
繰 延 税 金 資 産 
支 払 承 諾 見 返 
貸 倒 引 当 金 
投 資 損 失 引 当 金 

 
654,527 
73,717 

- 
11,900 
564,797 
75,614 

6,563,542 
8,292,615 
11,863 
682,151 
148,691 
200,541 
511,434 

△207,330 
△1,983 

 
756,332 
103,885 
343,800 
1,786 

392,878 
67,619 

4,856,061 
7,777,439 
16,211 
317,881 
158,887 
243,634 
478,596 

△290,035 
- 

 
△101,804 
△30,168 
△343,800 
10,113 
171,918 
7,994 

1,707,480 
515,175 
△4,347 
364,269 
△10,195 
△43,092 
32,838 
82,705 
△1,983 

資 産 の 部 合 計 17,582,082 15,224,977 2,357,104 

（  負  債  の  部  ） 
預 金 
譲 渡 性 預 金 
コ ー ル マ ネ ー 
売 渡 手 形 
特 定 取 引 負 債 
借 用 金 
外 国 為 替 
社 債 
転 換 社 債 
信 託 勘 定 借 
そ の 他 負 債 
退 職 給 与 引 当 金 
退 職 給 付 引 当 金 
債 権 売 却 損 失 引 当 金 
特 定 債 務 者 支 援 引 当 金 
再評価に係る繰延税金負債 
支 払 承 諾 

 
7,702,197 
977,858 
287,063 
130,900 
196,841 
487,231 
8,130 

200,000 
6,665 

2,983,852 
3,310,305 

- 
295 

3,379 
- 

15,034 
511,434 

 
6,444,211 
1,209,210 
100,000 
13,000 
88,832 
536,519 
4,759 

200,000 
11,064 

3,912,799 
1,442,632 
17,262 

- 
6,002 
18,203 
17,134 
478,596 

 
1,257,986 
△231,351 
187,063 
117,900 
108,009 
△49,287 
3,371 

- 
△4,399 

△928,946 
1,867,672 
△17,262 

295 
△2,623 
△18,203 
△2,100 
32,838 

負 債 の 部 合 計 16,821,190 14,500,228 2,320,961 
（  資  本  の  部  ） 

資 本 金 
法 定 準 備 金 
再 評 価 差 額 金 
剰 余 金 
任 意 積 立 金 
当 期 未 処 分 利 益 

当 期 利 益 

 
283,985 
279,208 
23,653 
174,044 
127,874 
46,170 
42,642 

 
282,068 
275,106 
25,605 
141,969 
104,874 
37,095 
33,015 

 
1,917 
4,102 

△1,951 
32,074 
22,999 
9,074 
9,627 

資 本 の 部 合 計 760,892 724,749 36,143 

負 債 及 び 資 本 の 部 合 計 17,582,082 15,224,977 2,357,104 

（注） １．記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
 ２．当期における発行済株式数の増加内容 
         転換社債の転換  発行株式数 7,670 千株  資本組入額 1,917 百万円 
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比較損益計算書（主要内訳） 

住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科         目 
平 成１２年 度 
 （Ａ） 

平 成１１年 度 
 （Ｂ） 

比    較 
（Ａ－Ｂ） 

経 常 収 益 727,544 882,145 △154,601 

信 託 報 酬 

資 金 運 用 収 益 

（ う ち 貸 出 金 利 息 ） 

（うち有価証券利息配当金） 

役 務 取 引 等 収 益 

特 定 取 引 収 益 

そ の 他 業 務 収 益 

そ の 他 経 常 収 益 

95,807 

347,484 

(   149,353 ) 

(   152,287 ) 

35,672 

7,215 

91,927 

149,435 

96,228 

389,657 

(   135,903 ) 

(   96,391 ) 

32,659 

4,735 

107,945 

250,919 

△420 

△42,172 

(    13,450 ) 

(    55,895 ) 

3,013 

2,480 

△16,018 

△101,483 

経 常 費 用 654,630 805,408 △150,777 

資 金 調 達 費 用 

（ う ち 預 金 利 息 ） 

役 務 取 引 等 費 用 

特 定 取 引 費 用 

そ の 他 業 務 費 用 

営 業 経 費 

そ の 他 経 常 費 用 

269,509 

(    85,972 ) 

14,130 

54 

56,259 

128,551 

186,125 

291,813 

(    54,181 ) 

6,744 

409 

111,930 

133,294 

261,216 

△22,304 

(    31,790 ) 

7,386 

△354 

△55,671 

△4,743 

△75,091 

経 常 利 益 72,913 76,737 △3,823 

特 別 利 益 

特 別 損 失 

24,387 

13,034 

1,614 

1,622 

22,773 

11,411 

7,538 

50 

△2,139 

税 引 前 当 期 利 益 

法人税、住民税及び事業税 

法 人 税 等 調 整 額 

84,266 

106 

41,517 

76,728 

55 

43,657 

当 期 利 益 42,642 33,015 9,627 

前 期 繰 越 利 益 

再 評 価 差 額 金 取 崩 額 

中 間 配 当 額 

利 益 準 備 金 積 立 額 

7,561 

2,477 

5,425 

1,085 

9,991 

606 

5,431 

1,086 

△2,430 

1,870 

△6 

△1 

当 期 未 処 分 利 益 46,170 37,095 9,074 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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比 較 利 益 処 分 計 算 書 案 
住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科         目 
平 成１２年 度 
 （Ａ） 

平 成１１年 度 
 （Ｂ） 

比    較 
（Ａ－Ｂ） 

当 期 未 処 分 利 益 

任 意 積 立 金 取 崩 額 

計 

利 益 処 分 額 

利 益 準 備 金 

第一回優先株式配当金 

（１株につき） 

普 通 株 式 配 当 金 

（１株につき） 

任 意 積 立 金 

（うち別途準備金） 

次 期 繰 越 利 益 

46,170 

0 

46,170 

38,551 

1,100 

380 

(3 円 4 銭) 

5,071 

(3 円 50 銭) 

32,000 

( 32,000) 

7,619 

37,095 

0 

37,095 

29,534 

1,100 

380 

(3 円 4 銭) 

5,054 

(3 円 50 銭) 

23,000 

( 23,000) 

7,561 

9,074 

0 

9,074 

9,016 

－ 

－ 

 

16 

 

8,999 

(  9,000) 

57 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 

１株当たり配当金 

１３年３月期 １２年３月期 １４年３月期予想 
 

年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 年 間 中 間 期 末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

普通株式 7 00 3 50 3 50 7 00 3 50 3 50 7 00 3 50 3 50 

優先株式 6 08 3 04 3 04 6 08 3 04 3 04 6 08 3 04 3 04 
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比 較 信 託 財 産 残 高 表 
住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科          目 
平成１２年度末 
 （Ａ） 

平成１１年度末 
 （Ｂ） 

比    較 
（Ａ－Ｂ） 

（ 資 産 ） 

貸 出 金 

有 価 証 券 

投 資 信 託 有 価 証 券 

投 資 信 託 外 国 投 資 

信 託 受 益 権 

受 託 有 価 証 券 

貸 付 有 価 証 券 

金 銭 債 権 

動 産 不 動 産 

そ の 他 債 権 

コ ー ル ロ ー ン 

銀 行 勘 定 貸 

現 金 預 け 金 

 

2,607,797 

2,927,611 

- 

- 

37,926,250 

2,847 

6,000 

1,949,092 

1,385,532 

234,034 

- 

2,983,852 

162,251 

 

3,179,040 

19,887,162 

5,241,387 

284,144 

181,712 

730,582 

- 

1,913,127 

980,853 

307,448 

1,564,082 

3,912,799 

3,771,163 

 

△571,242 

△16,959,550 

△5,241,387 

△284,144 

37,744,538 

△727,734 

6,000 

35,965 

404,678 

△73,413 

△1,564,082 

△928,946 

△3,608,912 

合 計 50,185,272 41,953,504 8,231,767 

（ 負 債 ） 

金 銭 信 託 

年 金 信 託 

財 産 形 成 給 付 信 託 

貸 付 信 託 

投 資 信 託 

金銭信託以外の金銭の信託 

有 価 証 券 の 信 託 

金 銭 債 権 の 信 託 

動 産 の 信 託 

土地及びその定着物の信託 

包 括 信 託 

 

16,704,918 

5,398,553 

12,580 

4,274,930 

11,299,562 

3,008,380 

5,284,334 

1,522,247 

8,049 

234,562 

2,437,153 

 

15,429,819 

5,315,209 

13,364 

5,516,283 

10,705,191 

2,235,338 

966,867 

649,046 

9,208 

288,742 

824,431 

 

1,275,098 

83,343 

△783 

△1,241,353 

594,370 

773,042 

4,317,466 

873,200 

△1,159 

△54,180 

1,612,721 

合 計 50,185,272 41,953,504 8,231,767 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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比 較 主 要 残 高 
住友信託銀行株式会社 

（単位：百万円） 

科          目 
平成１２年度末 
 （Ａ） 

平成１１年度末 
 （Ｂ） 

比    較 
（Ａ－Ｂ） 

総 資 金 量 

預 金 

譲 渡 性 預 金 

金 銭 信 託 

年 金 信 託 

財 産 形 成 給 付 信 託 

貸 付 信 託 

35,071,038 

7,702,197 

977,858 

16,704,918 

5,398,553 

12,580 

4,274,930 

33,928,098 

6,444,211 

1,209,210 

15,429,819 

5,315,209 

13,364 

5,516,283 

1,142,940 

1,257,986 

△231,351 

1,275,098 

83,343 

△783 

△1,241,353 

貸 出 金 

銀 行 勘 定 

信 託 勘 定 

10,900,412 

8,292,615 

2,607,797 

10,956,479 

7,777,439 

3,179,040 

△56,066 

515,175 

△571,242 

投 資 有 価 証 券 

銀 行 勘 定 

信 託 勘 定 

9,491,153 

6,563,542 

2,927,611 

24,743,223 

4,856,061 

19,887,162 

△15,252,070 

1,707,480 

△16,959,550 

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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利 益 の 概 況 

住友信託銀行株式会社 

（単位：億円、％） 

科          目 
平成１２年度 
 （Ａ） 

平成１１年度 
 （Ｂ） 

増 減 額 
（Ａ－Ｂ） 

増 減 率 
 

１．粗  利  益 2,381 2,203 178 8.09 

信 託 報 酬 958 962 △4 △0.43 

資 金 関 係 収 支 779 978 △198 △20.30 

役 務 関 係 収 支 215 259 △43 △16.87 

特 定 取 引 収 支 71 43 28 65.52 

そ の 他 業 務 収 支 356 △39 396 995.08 

２．営 業 経 費 1,285 1,332 △47 △3.55 

３．その他経常収支 △366 △102 △263 △256.29 

４．経 常 利 益(1-2+3) 729 767 △38 △4.98 

(参考) 国内業務関係利益 2,227 2,093 134 6.42 

(参考) 国際業務関係利益 158 117 40 34.74 

(参考) 業 務 純 益 915 972 △56 △5.83 

（注）記載金額は、億円未満を切り捨てて表示しております。 

 


